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1990年8月2日のイラク軍のクエート進行に始まった湾岸危接は、翌91年
1月17日の湾岸戦争の開始に至り、2月28日に同戦争は終結した。世界銀行
の調査では、非産油国フィリピンはバングラデシュ、スリランカと並びアジ
アにおける湾岸危機、湾岸戦争（以下、とくに述べる場合を除き「湾岸戦争」
とする）の影響を強く受けた国とされている。
ところが、14年後のイラク戦争時、2（X沌年12月に原油価格が1バレル当り
50ドル台に近づいた。このことは、粥年代初頭の湾岸戦争時における途上国
経済への影響を想起させた。それでは当時、フィリピンにとってこの湾岸戦
争はいかなる影響を及ぼし、当時のアキノ政権はいかなる対応をしたのか。
このことの新たな理解は今日的な意義があろう1。
さて、1986年のビープパワーで樹立したアキノ政権は、多くの維意に直面
した。これは20年間続いたマルコス強権政権の崩壊後に残された政治的、経
済的な「負の遺産」の修復を意味するものであった。92年6月にアキノ大統
領は任期を終え、ラモス政権にこの任務は引継がれた。今［＝こおいては、ア
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キの政権の成果に関して、その多くが、変動する政治、経済環境への対処の
失敗、大統領の指導力不足をあげる。とりわけ、政権末期の政治混乱、経済
運営の遅れを指摘する。湾岸戦争は、そのアキノ政権期に生じた一連の混乱、
災禍の頂点に位置する未曾有の非常事態であった。本稿は、湾岸戦争のフィ
リピンへの影響を、経済の側面に焦点をおき述べる。これは、アキノ政権に
よる経済政策の真価をあらためて問うものである㌔
それでは、湾岸戦争直前のフィリピンではかなる事態が進行していたので
あろうか。国内的には、1989年12月に6度目のクーデター未遂事件、90年年
初の電力危椀、同7月にはルソン島大地震にみまわれた。加えて湾岸戦争直
後の91年6月にはルソン島ピナツポ火山の噴火が追い討ちをかけている。一
連のマイナス要因は、アキノ政権発足以来回復基調にあったフィリピンの経
済成長に歯止めをかけた。
対外的には、湾岸戦争にあい前後し在比米軍基地存続交渉、国際通貨基金
（IMF）との経済安定化計画策定の交渉、第2回対比多国間援助計画会議と
3つの重要な交渉が並行して行なわれた。つまり、湾岸戦争による経済破綻
予防のための国際的支援策がIMF、世界銀行を軸に検討され、これを受け
て各種融資が実行されたのである。しかも湾岸戦争は一連の交渉と直接、間
接に関連しているのみならず、個々の交渉においても相互に連係し、事態は
より複雑になっている。例えば基地交渉と対比援助が関連づけられるなどで
ある㌔
以上の認識にたち、本稿の第1章では、湾岸戦争の経済的影響を国際収支、
財政赤字のマクロ経済面から把起し、海外契約労働者の送金、雇用問題につ
いても言及する。第2幸では、エネルギーの供給元確保、節約のための取り
組みを記述する。第3章では、湾岸戦争の影響を原油価格上昇とその対応と
いうミクロ経済の面から考察し、石油製品価格、公共料金などの変動を明か
らかにする。第4章では、財政面での対応を取り上げ、経済安定化計画によ
る財政赤字削減策、これを条件にした国際援助機閑による援助増額を記述す
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る。結論的に言えば、アキノ政権発足は政権以来の構造調整政策を一次停止
し、経済安定化を優先する厳しい政策の選択を余儀なくされたのである。そ
して、最後の第5章では、ポスト湾岸戦争でフィリピン経済はどのような展
開を遂げたか、その後の展開を述べる。
第1章　湾岸戦争の経済的影響
第1節　国際収支の悪化
前述のように、1989年12月のクーデター未遂事件、90年年初以降の電力危
機による停電で90年上半期は経済に陰りがでていた。これに加えての湾岸危
機、戦争で、フィリピン経済は低迷が加速された。この結果、90年の経済成
長率（GNP）は政府発表改定値で3．1％にとどまり、年初目標の6．5％を達成
できなかった。
フィリピンではこれまでも原油価格の上昇は国際収支不安をもたらしてき
た。第2次石油危機を契機に、原油価格が1バレル30ドル前後になると貿易
収支は悪化し、1980～83年には貿易収支赤字は20億ドル前後にまで拡大した。
また、86年以降に原油価格の安値安定になると原油輸入額の仝輸入額比率は
10％台に下がった（表1）
1990年の国際収支をみると、輸入は122億6（泊万ドル（前年比17．2％増）と
急増したが、輸出は81億8600万ドル（4．7％増）と不振で、貿易収支赤字は
40億2000万ドルと過去最大になった（表2）。輸入急増の原因をみると、電
力危機を反映した発電機および特殊機械輸入など資本財輸入が31億22∝）万ド
ル（28．8％増）と著しい（表3）。
一方、鉱物、燃料および潤滑油のうち原油は15億8300万ドルととなり、全
輸入額の13．0％と前年の10．7％から上昇した。また、輸入増加分の17倍8700
万ドルのうち資本財で6億9800万ドル、原油で4億7100万ドルを占めている。
つまり、電力危桟などによる資本財輸入増加に加えて、原油価格の上昇、供
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国際収支内訳（1989、1990年）
（単位：100万ドル）
（表2）
区　　 分 1989　　　 1990　　 増 減 率 （％ ）
貿 易 収 支 （2．598）　 （4 ．020）　　　 餌 ．7
輸 出 7，821　　　　 8．186　　　　　 4．7
輸 入 10．419　　　 12．206　　　　 17，2
貿 易 外 収 支 312　　　　　　 618　　　　　 98．1
受 取 4．586　　　　 4 ．386　　　 （4．4）
支 払 4．274　　　　 4 ．218　　　 （1．3）
移 転 収 支 830　　　　　 714　　　 （14．0）
受 取 832　　　　　 717　　　 （13．8）
支 払 2　　　　　　　 3　　　　　 1．5
経 常 収 支 （1．456）　 （2．688）　　　 糾 ．6
資 本 収 支 1．518　　　 1．488　　　　 は 0）
長 期 資 本 381　　　　　 392　　　　　　 2．9
流 入 2．797　　　　 4 ．398　　　　 57．2
流 失 2，416　　　　 4，006　　　　 65．8
直 接 投 資 843　　　　　 469　　　 （44．4）
短 期 資 本 （89）　　　 16　　　　 18．0
誤 差 脱 漏 383　　　　　　 611　　　　 59．5
貨 幣 用 金 288　　　　　 218　　　 （24．3）
SD R 割 当 0　　　　　　　 0　　　　　　　 0
再 評 価 調 整 101　　　　　 797　　　　　 689．1
総 合 収 支 451　　　 （185）　　 （41，0）
（注）（1）（）内は赤字。
（出所）CentralBankofthePhilippines，1990Annua］RepoTtVduLZleI．p．7，
給増加が貿易収支を悪化させたのである。原油価格は年平均では1バレル当
り20．63ドル（27．7％増）に上昇した（前掲表1）。なお、原油価格値上がり
による輸入増加額は、供給量日量23万バレル、原油価格が1－9月平均16．0
ドル、10－12月28．8ドルであり、2億6500万ドルになる。
一方、原油供給量は年量8182万バレル（12．4％増）に達している（麦4）。
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（表3）
輸入額内訳（1989、1990年）
（単位：100万ドル）
区 分 1989　　 1990 増 減 率 （％ ）
資 本 財 2．424　 3，122 2臥 8
う ち 発 電 機 ・特 殊 機 械 987　 1，282 29．9
通 信 機 浮 ・電 気 機 械 761　　 972 27．7
陸 上 輸 送 機 械 （除 く 乗 用 車 ） 253　　　 295 16．6
航 空 機 ・船 舶 195　　　 305 56．4
原 材 料 お よ び 中 間 財 5，388　 5，808 7．8
う ち 未 加 工 原 料 807　　　 862 6．8
一 次 加 工 原 材 料 4 ，581　 4，946 8．0
う ち 製 造 品 1．787　 1，794 0．4
う ち 電 子 機 算 用 原 材 料 ・ 885　 1，106
1．397　 1．842
25．0
31．9
付 属 鮎 品
原 燃 料 お よ び 潤 滑 油
う ち 石 炭 ・ コ ー ク ス 39　　　 46 17．9
原 油 1．112　 1，583 42．4
そ の 他 246　　　 223 （9．3）
消 費 財 890　 1，061 19．2
耐 久 消 費 財 365　　　 392 7．4
う ち 乗 用 車 ・モ ー タ ー サ イ ク ル 223　　　 215 （3．6）
非 耐 久 消 費 財 533　　　 669 25．5
特 殊 取 引 312　　　 373 19．6
う ち 一 時 的 輸 入 品 ・再 輸 出 138　　 150 8．7
輸　 入　 計 10．419 12，206 17．2
（注）（1）（）内は赤字。
他所）CentralBankofthePh巌ppine．月山1Ud尺印Orrj瑚純血皿もr p．lL12．
供給量の増加は備蓄在庫の増加であるが、それ以上に構造的要因がある。原
油価格が低値安定していた1986年以降、石油集約度（実質GDPl∝沿ペソ当
りのバレル表示の石油供給量）は86年の0．朗6バレルから90年の0．780バレル
に、また石油依存度（主要エネルギーに占める石油構成比く％〉）は53．3％か
－2811
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原油供給量の囲別内訳（1988－1990年）
（単位：1000バレル／年間）
（表4）
区 分
19 88 19 8 9 199 0
l 構 成 比 （％ ） l 構 成 比 （％ ） l構 成 比 （％ ）
（中 東 ）
ク エ ー ト 9 ，9 96　　　　 13 ．7 10 ，02 5　　　　 13 ，8 6 ．74 8　　　　 8 ．2
サ ウ ジ ア ラ ビ ア 4 ，5 79　　　　　 6 ．3 9 ，69 6　　　　 13 ．3 25 ．6 59　　　　 3 1 ．4
イ ラ ン 1 2，9 0 1　　　 17 ．7 15 ，13 6　　　　 20 ．8 5 ．3 3 1　　　　 6． 5
オ ー マ ン 5 ，4 40　　　　　 7 ．5 0　　　　　 0 ．0 1，0 30　　　　 1． 3
ド バ イ 9 ． 18 1　　　 12 ．6 9 ，9 2 9　　　　 13 ．6 17 ．7 77　　　　 2 1． 7
イ ラ ク 1，3 13　　　　 1．8 4 ．22 5　　　　　 5．8 3 ．84 3　　　　　 4 ． 7
ア ラ ブ 首 長 国 連 邦 4 ，0 62　　　　 5 ．6 4 ．13 0　　　　 5 ．7 1．ユ3 3　　　　 1．4
カ タ 一 一ル 2 ，7 52　　　　 4 ．5 2 ．2 7 2　　　　　 3 ．8 4 ．00 9　　　　　 4 ． 9
そ の 他 1，7 85　　　　 2 ．4 0　　　　　 0 ．0 0　　　　　 0 ． 0
小　　　 計 5 1，9 79　　　　 7 1．3 5 5 ．4 13　　　　 76 ． 1 65 ，5 3 1　　　 80 ． 1
（ア ジ ア 太 平 洋 ）
マ レ ー シ ア 9 ，2 44　　　 12 ．7 7 ．8 5 9　　　　 10 ．8 7 ，4 74　　　　　 9． 1
中　 国 4 ，2 08　　　　 5 ．8 3 ．8 7 5　　　　 5 ，3 1，15 4　　　　 1．4
ブ ル ネ イ 2 ， 138　　　　　 2 ，9 2 ．2 19　　　　　 3 ，0 4 ，49 1　　　　 5， 5
オ ー ス ト ラ リ ア 3 ．2 14　　　　　 4 ，4 1 ．5 2 0　　　　　 2 ． 1 43 0　　　　　 0 ．5
イ ン ド ネ シ ア 0　　　　　 0 ．0 0　　　　　 0 ，0 70 8　　　　　 0 ．9
パ キ ス タ ン 0　　　　　 0 ．0 0　　　　　 0 ．0 3 11　　　　　 0 ．4
小　　　 計 18 ．8 04　　　　 25 ．8 15 ．4 7 3　　　　 2 1．3 14 ，56 7　　　　 17．8
輸　 入　 計 70 ．7 82　　　　 9 7 ．1 7 0，8 8 6　　　　 97 ．4 8 0 ，09 9　　　　 9 7．9
国 内 産 出 計 2 ， 105　　　　　 2 ．9 1，9 0 6　　　　　 2 ．6 1 ，72 0　　　　　 2 ． 1
合　　　 計 72 ．8 87　　　 10 0 ．0 7 2，7 9 2　　　 100 ．0 8 1．8 19　　　 100 ．0
他所）0伍ceo鑑nergyA紙料S（OEA）．
ら糾．5％へと各々増加していた（前掲表1）。すなわち、フィリピンは工業
化に際して代替エネルギー開発、省エネルギー努力が不十分であった。
国際収支に戻ると、経常収支赤字は26億88（泊万ドルと1982年の32億ドルに
次ぐ赤字幅となった。直接投資をみると、純流入額は4億6900万ドル（44．0
％減）と不調であった。かくして総合収支では1億8500万ドルの赤字を計上
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した（前掲表2）。
以上の結果、外貨準備高は1990年末には19億9（泊0万ドルに減少し、財・サ
ービス輸入額の6週間分に、翌91年1月には17億5㈱万ドルと5週間分にま
で落ち込んだ。
国際収支の悪化は、ペソ安となり、10月31日には1ドルが28．0ペソと年初
来24．8％のペソ切下げとなった。この間、深刻な外貨不足に対処すべく、9
月20にフィリピン銀行協会（BankersAssociationofthePhilippines：BAP）
は信用状発行（L／C）の自主規制を申し合わせた。つまり跳）年8～10月は各
行が、①L／C発行は1～7月の月平均実績の80％を上限にし、（診受取り外貨
の20％石油会社3社に売渡すとし非必需品の事実上の輸入規制が敷かれた。
また、ペソ安定化のため9月祝日にフィリピン中央銀行（以下、中央銀行）
は覚書を発行し、輸出代金・電信用ドル買取相場はBAPレートの1％が下
限、輸入業者へのドル売渡し相場はBAPレートの2％を上限とする取引を
指導した。
ペソ安は生産コスト高をもたらす。これを象徴的に示すのは乗用車生産で
ある。政府主導で進行中の12∝Iccのピープルズ・カー（国民車）計画は、投
資委員会承認の上限価格が当初の17万5∝〉0ペソから3月未には23万60∝Iペソ
に34．9％も上昇した。ペソ安に加えて、後述の石油製品価格値上げで乗用車
の需要減で生産台数が減少し、これがさらに1台当りの生産コストの上昇に
つながる。乗用車ディーラー筋によると、トヨタ車は11月にはコロラ（13（氾
cc）が39万ペソ（30．4％増）、クラウン（2∝0cc）が44万5∝沿ペソ（33，6％
増）に値上がりした。一部の日系合弁の乗用車メーカーでレイオフが始まっ
た㌔
第2節　財政赤字の拡大
フィリピンでは1983年以降、財政収支は、中央政府財政収支、公共部門借
入必要額（PubllCSectorBorrowingRequ汀ement：PSBR）および総合公共部
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門収支（ConsolidatedPublicSectorDe五cit．CPSD）をもって表示される。
PSBRは、中央政府財政収支に監視政府企業収支、石油価格安定基金（Oil
PriceStabuizatlOnFund：OPSF）などを加えたものである。1990年にはこれ
が、445億ペソ（GNP比4．2％）に達した。PSBRは、後述のようにIMFか
ら課せられた政策条件の1項目で、需要な指標となる。
CPSDは、PSBRにさらに社会保険制度・公務員保険制度、中央銀行、政
貯金融機関、地方政府の収支を加えたものである。すなわち、フィリピンに
おけるすべての公共部門の収支総計を示す指標であり、1990年にはこれが
510億ペソ（GNP比4．8％）で同制度の導入以来、最大となった。CPSDの赤
字のうち中央政府財政赤字に次いで大きなのは、中央銀行収支赤字の219億
ペソ（GNP比2．0％）、監視政府企業収支の191倍ペソ（同1．9％）である（表
5）。中央銀行赤字はペソ貫支え介入による損失と、インフレ対策を目的と
した公開市場操作に際しての国債利息の中央銀行負担分が主な内容である㌔
中央政府財政は、国際収支悪化、ペソ安により赤字幅をも拡大させる。
1990年中央政府財政収支をみると歳入は1809億ペソで、うち税収は1517億ペ
ソと前年比23．9％増えた。一方、歳出は2181億ペソで、うち利子支払がペソ
安を反映し711億ペソと同30．0％増大した。この結果、中央政府赤字は372億
（GNP比3．5％）ペソと、これも過去最大規模になった（表6）。問題は、中
央政府赤字処理の財源である。上記の財政赤字372億ペソのうち対外借入は
41億（全体の11．0％）ペソであるのに、国内借入は331億ペソ（同89．0％）
と圧倒的部分が国内借入によった。後者はおもに国債発行によって調達され
たのである。
債務返済額をみると、1990年には総額は1063億ペソ（支出額比47．6％）で、
利子支払が前出のとおり711億ペソ（同31．8％）で、うち国内債務分が労3億
ペソ（同23．9％）となっている。国内債務の利子支払が大きな負担となって
いることがわかる（表7）。
政府債務残額は、1990年には6025億ペソ（GⅣP比56．2％）と急増し、前年
－278－
（10）
?????????????????????．〈????????????????????〓??
。???????（?）?（?
　ト G‾　｛ ．に
① 一　 C－　くゴ
d　 d
．・．J 寸 　トl
1芸　 の ．右 J、 ∴
d　 くD　 d d　 d
・．‘1 　　　 ）
㌫　 ∞　 二．
l
tJ‘ d　 CD ．占
C， d
l・．J tJ‘ ○
　　　（ 盲　 C　 l∋ ？　 ㌢ 〈
± 東 商 王ら d J d　 Cつ ．ゴ
°・‘1 ）　 こ1
．一一． ？ 1コ 一－、トー
－
ぐつ　 J　 ．一 N　 d －ー
　　　） 　　）
　　（いつ　くつ I ト　 寸　 Cn
，J　 ｛　 くつ 占 ，－
　　（ 　　（‘か　 せ l 寸　 ‾　 Ch ・．4 ▼・く ｛
N
，J　 N　 くつ C； ，J
　　）
　　　（ 〈ln　 N l 細 。つ　°つ
e‾‾1 云ニ　ロう＋J． d　 言 1くr　　）
仇 くつ　 qつ l くさ　uつ　｛ N　 くつ ・－　 ト・Cb lこ N N
Cb コ　 寸　 完　 N　 一　 壷 diぐj ld J　 N
、一
．． ふ　 ÷　 †N　 N l くP ［ ．一
N
Ji nj l〇 ．J　 d
　　）
ト 　　　（ ㌫　 ㌫　 ○ ノー．・ト　 ト l ぐつ I ト
N J　 ej l〇 C； ．J ．・4H 　ヽ　Jノー
UD　 的　　　 °° l lの ▼・．1 Uつ ト
1せ　 Ln　 J Fi rっ
　　　）
m 　　（ 　　（U°　 ‾　 1　 n　 l　 や サul
．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．． 　－　　　　－ N 巾　 ～　 ÷ ‘つ　 いi
重
出
叡
尊
中
毒　　　　　　 潮
塵　　　　　　 払
桝
題　 桝 ・桝
駐
淋
認　　　　　　 定
嘲 叫　　　　　　 騒
胡ト鮮 龍　 駐　　　　 嘩
′、 恕i桝：＋ ・桝：紹 ・遥 く1 溺　　　　 蕪ニ 雅
＞　 椒　 彗　　 璧：ど∴蜜 ・ 額　　　　 惑 更 彗 意 志 召く
て　 導　 慮　 深　 耕　 倒　 徴 巴：蝕； 甘・宗：＋ ・凧 寧 監： 七一 尊
暫　 く　 寂　 は　 旬 ・榔∴濯 槌　 音　 　ヽ 螺　　 ニ P 冒 至 宝 蓄 鞍　 ヽ F、
雲　 密　 告　 駐　 屯　 密　 林 報　 薗 1J 惑　 主旨　 頗 鯖 報　 知 審
‥　 巴　 台目 醇　 餞＝ ヨ　 嶺 朝　 堕　 コ　 胡　 ぜ　 せく 弱く 朝　 こヽ ♯
醇　 垢　 球：礫：譜：莞 ・鞍 翠　 倒 、 昏　 ヰ椴　 せ・ 卓 0　 毒姦　 欄く　窯 車　 ヽ 卓
嘲　 こ監　 与・ 甘・朗；拍　 車 e　 討　 卜　 超　 惑　 友 軸 恵．藍こ　最一　朝 e　 卜 ㊥
、ノ　 顔 ヰノ 雇 〉　 卓 ヰノ 畠皇
（?????????????????
?????????、??????????????????????????????????
??????????
品 。。 雲 。D G d
巴 浩 已　 3　 品 3 1 ㍍ ；こ　望∵完 g：冥　 畠　 ＝ せ　 ▼ 1品
㌻．㌢∴㌢
’1　 uつ1≡
浣　 旨　 さ㌫ 宗　 紀 ；＝ ∋ 宗 箕日 昌 ㌫ 竺∴ 二 l 宗
Ch
等　 ㌫ぺ ㌫ 巴　 宗 にこ l 昌 雷＝ コ だ　 宍＝ ∃　M　 宗 旨 ㌫ 季
芯 、‾ ！己 、′宗
q。g　 宗　 旨上 等　 票　 呂ミ　L　＝ 貫目 云 害　 に∴ 3　品　 認
㌶　　 R　　 u
㌶　 紹　 冒㌫ 雷 票　 等 l 等 石目 ヨ　㌫　 耳目 己 S　 等
－ーノ
一　 ．．－
＝ lJ さ≡　Uぅ　S　 d 宗　 等　 胃　 等　 耳　 ＝ l ＝＝ こ　宗 式　 EH ＝ 昌　 宏
の ？．㌢∴㌢
㌢　 ㌢∵㌢
詔 、ノ 宗 一‘胃
H　　　）
　　 （
モ
㌻　 ㌢∴㌢
－
㌫ 翌 岩 5日 ミ ミ l 監＝ ≡ 選 竺 ≡＝ 三 三 遠
㌢　 く！㌢
§ 罵 買 京 買 ヨ l 針 銅 H 沌 ＝　 ≡
一　　　）
　ト ‘つ昌 苫 ㌫ 三日 宅 害 l 雲　 2⊇ 増∵漏　 コ： l －l R ゆ
－′ ．・‘1 tJニ　cJ lJ
㌫ 宗　 石㌫ 已 認 扇H l l 巴H S　詔 等 Il l 等
ー
NN
＿ ．＿　盲
三　 等 謁
J　 ‾、ノ
、ノ
・．－昌 だ ㌫∴宗 ＝ヨ　昌 I l E3　＝　 宗 だ I l 岩
Ch LJ　tJ竃 、′ 芯 、ノ ト 葛 。－ 。。 雲　 かつ　‾　　　　 ＝ N　 的 ヨ　　　　 ぐq
虫
　　　　 【
械
聾
Tく　く
増 謹 整
詫 意 慮
也
辞　　 辞　　 求 磁 儲
弱　　 土ミ　　 土ミ 倒　　　　　　　　 儲 悲
罰　　 輔　　　　　 ヨ　　 格 療
凶
ここ　　　 Z　　　 Z
葺 く 蔓 盲 等
尊　　 者
撚　　 ㊦
翻 貢　　 ぎ　　　　　 捌　　 串∴着
動 く　　 樹 召 増 毛　 小　　 吏 嘩
罠 要 望 蔓 違 憲 蓋 芸 喜 … 重 登 録
く　　 喧　　 鎚 召 臆　　　　　　　　　　　 御　　　　　　　 意 萄 令ト監∵ま
ヰ 贈 芸 窪 圃 富
（????????????????
（12）
????「?【??????????????．（??）????????????????????（??）
?????????????????????）?（?）
－
▼‘1
卓　 ヒ　 三
・．イ ㌍　 ∈弓　 宗 ∴ 芯 ；雪　 害
N　 くつ　 ｛　 葛 。0　 茎
l・．1‘
cn
1　　　　　　　　　　　 ．　． 岩　 岳　 蛮
g i票　 さ弓　 寓　 ＝ 】 害
▼・1‘
宗　 旨　 琵 ∵ 雷　 苗　 苫
・‾1
責 滅 菌
．・lJ
qコ　 Cq ．這
．　．
▼・－l
°ロ ．　．　　　　　　　　 ．　　　　　　　　　　　 － くつ ．J　 co
．・－1
完　 ぎさ　 雷　 雲　 gミ　 3 卜　 0 　ヽ ト ー
・．1
謡
ロつ　 宗　 の
N　 くつ　 ▼1
F l
cO くわ　 00　 」
－
くk
』 1
ヽ
紘　 龍 轄 ’紘
て
R
威
当
ヨ　 撫　 溶　 総 ．紘 漆　 龍　 龍　 撫　 無
目　 盛　 準　 拳 二　 慾　 挙 ・轡 睾 ∴ 峯 ∃　 惑　 峯　 華　 塔　 婆 ： 単 革　 準
撫 †両　 名 ： 家　 主判　 官 ： 未 宙 ・E　 承 淋 1河　 名 ： 衷　 t望　 ゼ： 承 烏　 セ： 恵
儲　 け ・ 』 】 恵 ： 播　 回 ： 粛 刃 ∵ 象 束　 醇　 証　 窓 ． 椅 ・ 固 ： 敦 匝　 女
、ノ　 蕪 －　　 】官 車 ）　 蒜 こ　　　 眠 軸
（??????）???????
（13）
????????????、????．（??）?????????????????（??）
。??????????????〓???????????????????????
l－　 ・せ　　 Cつ
J　 LJ　 LP
霊　 忘当　 m’ 芯　 5∃　 寸
－
至 芸 豆
qD　 ・－　　 q・∽
雲　 ミ宗　 ㌍　 ニ雲　 胃弓　 雷 罠 冨 彗
－
輿 買 軍 Cゎ　 ・1　　　ト
・．－－
Cb
弓 軍 軍
∽
軍 学 更 rっ　 よ　 せ・
くり d ．こン　 Ln宮　 忘　 等＝ 彗　 蕊　 曇
よ　 くゴ ld
曾 ；雪　 空
宗 苫　 霊　 胃　 3g　 悪　 霊
豊　 富　 芯　 監　 霊　 監 蜜 畠 蛋
宏　 詔　 宗3　 営 ；g　 苫
§ 憲「 弓 ≒∵ 誓 苧 軍 季 更 rq　　ぐq　 ・1
．・－
－
㌢　 ㌢
虫
凶
丁
敏
卓
威
宣 撫　 豊 津　 掌
車
て
R　　　　　 へ
竺　　　 替　　　 歯
・・ 鮨　　 糎　 梁　　 班
湯　 瀬　 窪　 琳　 婆　 綻　 吟く 左．撞・朝 U　 怒　 車　 中く　草　 密　 嚇 烏二　寧・ 班
胡　 置：頚［ 蒜こ　章二　領！ 蒜 I習　 蒜 象　 電　 照　 蒜； 寒こ　噴　 蒜 頼　 朝
、ノ　 韮　　　　 家 車 “一　 回　　　　 禽 ㊥
（??????）??????
（14）
比23．0％増となった。うち国内債務は3001億ペソ（同28．0％）であるが、対
外債務も3024億ペソ（同お．2％）と前年比朗．7％になった。これはペソ安に
見合ったものである（表8）。
なお、国債発行残額をみると1990年末には飢50億ペソに達し、89年より178
億ペソ増大した㌔
第3節　金融引締策と金利上昇
インフレ懸念を考慮した中央銀行は金融引締政策を導入した。商業銀行に
対する預金準備率引上げで、1989年11月に20．5％を20％に引下げたものを、
再度、約年3月に21％、同11月に23％、同12月に25％と順次引上げている7。
預金準備率の引上げ、および前節で述べた国債発行残額の増大は、クラウ
デイングアウトによる金融市場の逼迫をもたらす。この結果、国債価格の下
落、国債利回り上昇で、貸付金利は89年全期間加重平均の19．4％（実質8．8％）
から90年同24．3％（同11．6％）に上昇した㌔
これらのことは、経済の悪循環をもたらした。すなわち、国内金利上昇→
中央政府利子支払増加→財政赤字拡大→国内借入増大→国内金利の上昇、が
それである。
第4節　インフレの進行
インフレは深刻な状況をもたらした。1990年通年の全回平均は前年の12．2
％から14．2％に上昇し、アキノ政権始まって以来のインフレ率となった。91
年に入ってもインフレは進行し、前年比18．7％上昇と止まるところを知らな
い。この18．7％のうちわけをみると、燃料、照明、水道が27．4％、サービス
料金が32．5％、住宅および同修理が同20．2％となっている。一方、食料、飲
料、タバコは同15．4％である。ここでは石油製品価格値上げに伴う光熱水耕、
運賃、建築資材などの値上げが強く反映されている。しかし後述のとおり、
食料品価格の政府統制はすでに値上げ後に採られたため、物価抑制効果は不
一273－
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十分であった。
第5節　海外契約労働者の送金と雇用
一般的に、外回在住労働者は母国の緊急時には本国向け送金を増大すると
の見方がある。
これは、以下にみるとおりフィリピン人の場合にもあてはまる。1990年の
海外契約労働者からの送金額は（移住者送金を含む）は12億3（氾万ドル（前
年比20．0％増）と商品輸出額の14．7％に達した。この経済的意味をもってフ
ィリピンの人材輸出といわれる。
1990年の増額は、アメリカからの医療関係労働者送金の急増に起因する。
一方、中東からの送金は1億500万ドルと2400万ドル（18．5％）の減にとど
まった。とりわけサウジアラビアからの送金は87（泊万ドルと1200万ドル
（12．4％）の減ですみ（表9）、同国からの送金が途絶えると中東からは63∝）
万ドル減との政府予測は妃憂に終わった㌔
フィリピン人の海外契約労働者（OverseasContractWorkers：OCW）問
題は、送金額と同様に、彼らの雇用確保が重要な課題である。海外雇用庁
（PhilippineOverseasEmploymentAdminlStration：POEA）によるとフィリ
ピン人海外契約労働者は1989年末には166万人に達し（不法就労者を除く）、
中東には57万人（全海外出穣労働者の別．6％）が在留していた。このうちサ
ウジアラビアに39万人（同23．8％）、アラブ首長国連邦に8万人（同4．9％）、
クエートには3．9万人（同2．4％）がいた。湾岸危機開始後の1990年末には、
中東への海外契約労働者は49万人と約7万人減っている。とりわけクエート
から3．8万人、アラブ首長国連邦からは2．4万人が減った（表10）。
問題は帰国者の再雇用である。POEAによると、中東を離れた7万人の労
働者のうち航空機で帰国したのは、1991年2月末現在で2万7570人である。
当面の課題は帰国者の再就職先である。POEAは9月12日付け回状第40号を
もって帰国者を対象に雇用転換計画を発足させた。2万人が登録したとされ
－272一
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（表9）
フィリピン人海外契約労働者送金額（1989、1990年）
（単位：100万ドル）
区　　 分 1989　　　 1990　 1 増　 減
（中　 東 ）
サ ウ ジ ア ラ ビ ア 99　　　　　　 87　　　　 （12）
ア ラ ブ 首 長 国 連 邦 0．003　　　　 0．003
オ マ ー ン 0．3　　　　　　 0．4
パ ー レ ・－ン 0．4　　　　　　 0．2
カ タ 一一ル 0．3　　　　　　 0．4
ヨ ル ダ ン
イ エ メ ン
レ バ ノ ン
イ ス ラ エ ル
ク エ ー ト
エ ジ プ ト
シ リ ア
イ ラ ン
0．5　　　　　　 0．2
27　　　　　 16　　　　 （11）
0．7　　　　　　 0．8
イ ラ ク 0．003　　　　 0．002
小 計
（そ の 他 ）
ア メ リ カ
129　　　　 105　　　　 （24）
476　　　　　　 801　　　　 325
日　 本 44　　　　　 40　　　　 （4）
香　 港 13　　　　　　 20　　　　　　 7
シ ン ガ ポ ー ル 14　　　　　　 12　　　　　　　 2
オ ー ス トラ リ ア ト25　　　　　　 20　　　　　　 5
イ ギ リ ス 20　　　　　　 44　　　　　　 24
そ の 他 281　　　 161　　 （120）
小 計 873　　　　 1，098　　　　　 225
合 計 1，002　　　 1，203　　　　 201
（注）（）内はマイナス。
（出所）CenteralBankofthePhillppines，
ているが、再就職者は2（氾人と実績は不調であった。中東からの帰国者は、
また中東への再就職を望んでいるからである－0。
一方、中東からの帰国者だけではなく、年間95万人が新規労働力として労
働市場に参入してくる。さりとて雇用機会は急増するわけではない。ここで
海外契約労働者の雇用機会拡大策が登場する。POEAを監督する雇用労働
長官は戦争終結に前後し、サウジアラビアなどを訪問し、各国にフィリピン
人労働者の雇用確保を要請した。雇用労働省は湾岸の戦争復興に親イラク派
－271一
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（表10）
フィリピン人海外契約労働者数‘11（1989、1990年）
区 分 1989　　　　 1990 増　 減
（中　 東 ）
サ ウ ジ ア ラ ビ ア 389，500　　　 390，000 500
ア ラ ブ 首 長 国 連 邦 80，000　　　 56．000 （24，000）
オ マ ー ン 20．000　　　 15，000 （5，000）
ハ ー レ ー・ン 10，000く21　 10，000 0
カ タ ー ル 10，000　　 10．000 0
ヨ ル ダ ン 3．354　　　 3．3（）0 （54）
イ エ メ ン 3．000　　　　 3．000 0
レバ ノ ン 2，500　　　　 2．500 0
イ ス ラ エ ル 2．000　　　　 2．000 0
ク エ ー ト 38，774　　　 1．000 （37，774）
エ ジ プ ト 700f2I　　　 700 0
シ リ ア 600　　　　　 600 0
イ ラ ン 150‘21　　　 150 0
イ ラ ク 4，584　　　　　 50 （4．534）
4、　　 計
（そ の 他 ）
ギ リ シ ャ
565，162　　　 494，300
20，000
（70．862）
ア メ リ カ 889，000
日　 本 66，335
ス ペ イ ン 65，000
そ の 他 27，880
小　　　 計 1，068，215
合　　　 計 1，663，377 －
（注）（1）不法就労者を除く。0内はマイナス。（2）19お年の数億。
（出所）PhiJlppmeOverseasEmploymentAdministradon（POEA）
アラブ人の追放で新たに70万人の雇用機会が増え、フィリピン人労働者はサ
ウジアラビアで5万人、クエートで3万人の受入を可能としてきた。
ところが湾岸戦争にフィリピン側の貢献は必ずしも積極的ではなかったと
し、戦後復興を請け負う米企業もフィリピン人労働者を優先的に採用すると
は限らない。現実にはPOEAによる1991年1～2月期における地上勤務の
海外雇用労働者の新規派遣実績は、全世界向けに4万1657人で、前年比38．5
％減である。なお、中東向けは1万融31人で同68．4％減となっている－1。政
府の予測はかなり楽観的であったことがわかる。
－270－
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第2章　エネルギーの需給関係変化への対応
第1節　原油供給元の転換
（1）供給元代替
湾岸危機、湾岸戦争に際して行う最初の施策は、石油エネルギーの確保で
ある。フィリピンに対する主要な原油供給先は中東であり、1990年には80．1
％に達する。このなかでクエートとイラクの2国が12．9％を占めている。89
年にはこの2回が19．6％であった（前掲表4）。湾岸危機以降、イラク分は
国営石油会社（PhilippineNationalOilCompany：PNOC）がイランに新規日
量4万バレルを長期契約し、また、クエート分はシェル社が独白に湾岸ス
ポットで調達した。この結果、代替先の確保はできた1Z。
（2）備蓄在庫70日間分の確保
エネルギー庁によると石油備蓄は、平常時は60日、非常時は70日分を維持
できたとしている。湾岸危機の最中は65～70日分を維持できたとしている。
湾岸戦争終結から1ケ月後の4月8日時点では、石油会社3社による備蓄は
原油が42日、石油製品が35日、計77日分を確保できた。
第2節　エネルギー節約計画
（1）エネルギー対策委員会の設置
政府は湾岸危機が深刻化し、石油不足となる事態を想定し、19卯年9月11
付け行政命令第422号をもってエネルギー対策委員会（EnergyOperations
Board：EOB）を設置した。EOBは1979年7月に行政命令第547号で設置され
た緊急石油対策委員会（EmergencyPetroleumOperationsBoard：EPOB）
を改組し、活性化させたものである。具体的には石油製品に関する配給制度
の導入を企図したものである。このため、市、ムシパリティ（町）、バラン
ガイ（村）レベルでの各首長の責任で自動車のみならず、漁船、農業機器な
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ど石油製品の最終需要家の登録を実施した。
（2）節約計画の実行
実は、エネルギー節約は、湾岸危概以前から取り組まれてきた。まず、
1989年12月のクーデター未遂事件を契棟として制定された国家非常事態法を
準用し、90年5月2目付け国家非常事態覚書第17号のエネルギー節約指示が
あった。これは官民主導の過4日就労制実施を補完しようとするものであり、
これによる夏時間制の実施が5月21日から実施された（しかしながら夏時間
制は国民に不評で7月28日に廃止された）。次いで7月13日には行政命令第
412号によりエネルギー節約のための省庁間連絡委員会が設置された。なお、
現在もこれらのエネルギー節約計画は一部を除き有効である。
湾岸危機以降のエネルギー節約に関しては、まず19卯年8月13日の行政命
令第418号のエネルギー節約緊急策を指示し、次いで11月2日付け行政命令
第433号では、同第418号の規定をさらに強化しエネルギー節約緊急追加策を
指示した。具体的は、以下の項目を掲げている。（a）政府機関、政府企業、
地方政府における電力の15％、石油製品の10％消費削減をはかる。（b）政府
省庁の建物の冷房時間は制限し、始業時（8時以降）から終業時1時間前ま
でとし、昼食時間の使用を禁止する。（C）貿易産業省は関係商工団体会員の
電力の15％、石油製品の10％消費削減計画を策定する。（d）エネルギー庁は
燃料油換算で年1（沿万リットル以上消費する商業、工業、運輸企業体に電力
の15％、石油製品の10％消費削減計画策定を要請する。（e）映画館の上映時
間は12時から20時までとする。（f）デパート、スーパーの営業時間は10時か
ら20時までとする。（g）広告用のネオンサイン、照明の使用は18時から21時
までとする。
以上のように石油製品節約の計画とその実施状況についてみてきた。ここ
で分かることは、一連のエネルギー節約計画が主として政府機関、および民
間個人を対象としている点である。すなわち民間企業のエネルギー節約に閑
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しては、議会による消費削減計画の策定を経由して、企業に要請する段階に
とどまっている。
政府による民間企業部門の活性化優先の意向がここで垣間見ることができ
る。
第3章　価格調整と賃金水準
第1節　石油製品価格の借上げ
フィリピンでは石油製品価格の安定を目的に石油価格安定化基金（OPSF）
が設置されてきた。OPSFは1984年に大統領令第1956号で導入の制度で、原
油価格、外貨交換レートの変動を調整し、石油製品価格の安定化がはかられ
てきた。湾岸危機以前は政府の規制緩和政策の一環として、①釦年7月に
OPSFの機能の一部である為替カバーの廃止、③91年1月に石油製品価格の
統制価格廃止を予定したが、これは先送りされた。
ところが、原油価格の上昇、ペソ安にもかかわらず石油製品価格が据え置
かれてきたため、OPSF収支の赤字（石油会社3社に対する未払額）は累積
し、増大する一方であった。同赤字は石油会社の経営悪化につながるだけで
なく、OPSFへの政府補助金増加になる。
石油製品価格の引上げは、製造品価格値上げ、公共交通機関料金値上げな
ど物価に敏感に反映する。1989年11月に石油製品借上げに対する国民大衆の
不満は、同年12月の6度目の国軍反乱事件に影響との見方もある㌔
国民大衆の不満蓄積は、政治的不安を助長する。生活必需品日の値上げに
対し、一般的に政府は慎重になる。しかし財政負担軽減を優先させ、政府は
石油製品値上げに踏み切った。湾岸危機の後、1990年9月21E】の第1次、12
月5日、6日、および10日の第2次と4度にわたり価格を改定した。とくに
第2次改定に際しては、ガソリン、ディーゼル油価格が二転三転し、一時は
給油所が混乱したが、最終的には平均1リットル当り卸売価格で3．63ペソと、
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80．9％の引上げとなった。ガソリン（プレミアム）は125．9％、同（レギュ
ラー）は124．2％と2倍近くに引上げたが、灯油、ディーゼル油は弘．3％に
とどめている（表11）。これは、下層階級への配慮である。なお、この12月
の値上げで、10月25日の国家安全保障会議における石油製品価格の19Ⅸ）年内
凍結の決定は反古にされた。
第2節　公共料金の値上げ
（1）交通運賃の値上げ
石油製品価格の値上げは、各界に様々な反響をもたらした。まず、石油製
品、とりわけガソリン、ディーゼル油の値上げは公共交通機関の運賃値上げ
に拍車をかけた。1990年9－12月にかけて2度にわたり改定がはかられ、バ
ス、ジプニィ、タクシー、軽量高架鉄道（LightRailwayTranSit：LRT）な
どの交通機関運賃がいっせいに値上げされた。マニラ首都圏での利用頻度の
高い初乗り料金だけみても、バス、ジプニイは1．部ペソ（即％増）に、タク
シーは普通車は7．50ペソ、エアコン付きは12．50ペソ上乗せ、トライシクル
（モーターサイクルによる三輪車）は2ペソ（1∝）％増）に値上げされた。
また、LRT運賃は4．測ペソ（28．6％増）に値上げされた（表12）。こうした
庶民の足である交通機関運賃の大幅値上げは人々の暮らしを圧迫した。
（2）電気料金
電力料金は全回的規模で改定された。国営電力会社（NatlOnalPower
Corporation：NPC）は10月から1991年3月まで6段階で引上げをはかり、同
3月現在で1990年9月と比較して全国平均では25．2％、ルソンでは26．2％の
値上げをした。1月からの値上げに際してはNPCの経営問題もからんだ反
対運動が起こり訴訟に持ち込まれた。議会上院は政府補助金による電力価格
の安定を主張していたが、最終的には政府の方針が通った。
マニラ首都圏での配電会社のマニラ電力会社の料金は1991年3月現在で
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公共交通機関旅客運賃新旧比較rH
（）内は旧料金で1989年12月14日現在（単位こペソ）
（表12）
交 通 枝 瀾 区 分 運 賃 区 分 マ ニ ラ 首 都 圏 ル ソ ン ピサ ヤ お よび ミンダ ナ オ
正 嵐　 l学 生 剖 弓 正 規 l学 生 割 弓 正 規 i学 生 蘭 弓
バ ス
普　 通
一　 等
初 乗 り4km
初 乗 り5km
以 後 毎 1km
7km 地 域
毎 1km
毎 1km
1．50　　 1．15
（1．00） （0．75）
0，37　　　 0．28
1．50　　 1．15
（1．（め ） （0，75）
0．37　　　 0．28
1．60　　 1．20
（1，05） （0，88）
0．38　　 0．285
（0．315） （0．割 ）
3．25
は 25）
0 44
（0．28） （0．21）
0 385
（0．285） （0．22）
0．395
（ユ 7 コ ン な し ） （0．295） （0．305）
特　 等 0 395 0 395
（背 も た れ 付 き 、 エ ア コ ン な し ） （0．305） （0．315）
（背 も た れ 、 エ ア コ ン 付 き ） 毎 1km 0．415 0．415
（0．325） （0．325） （0．325）
ジ プ ニ ー 初 乗 り4km
初 乗 り5km
以 後 毎 1km
1 50　　 1．15
（1．00） （0．75）
0．415　　 0．310
1．50　　　 0．36
（1．00） （0．75）
1．15
1．60　　 0．365
（1．05） （0．80）
1 20　　　 0 27
（0．30） （0．お ） （0．275） （0．21） （0．28） （0．21）
タ ク シ ー
（エ ア コ ン な し ）
（ェ ア コ ン 付 き ）
トラ イ シ ク ル
毎 5（めm
以 後 毎 250m
毎 500m
以 後 毎 250m
初 乗 り 1km
以 後 毎 1km
2．50・ナ7．50
（2．50）
1．00
（1．00）
3．50・t12．50　　　　 －
（3．50）
1．00　　　　 －
（1．00）
（モ ー タ ー サ イ ク ル 2．00　　　　 一
に よ る 三 輪 朝 （1．00）
0．50
軽 量 路 盤 鉄 道 （LRT ）
（0．25）
4．50
（注）（1レくス料金は．19湘年12月15日現在、ジプニーは同12月8日改定、タクシーは同12月2日乳軋トライシ
クルは阿12月5日改定、LRTは同11月日日改定の料金。
他所）LandTransportatLOnFranchis血gaJldRegubtoryBoard（LTFRtl）
1990年9月と比較して、平均29．0％、工業用では28．2％、家庭用で25．4％値
上げされた（表13）。工業用と家庭用との価格差が少ないのは、フィリピン
の電気科金高は周辺アジア諸国と比較して高く、工業製品の国際競争力を失
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（表13）
電気料金推移（1990、1991年）
区 分 マ ニ ラ 電 力 会 社 （M ERALCO） 国 営 電 力 会 社 （NPC）
家庭 用　 商 業 用　 工 業 用　 そ の 他　 平 均 ル ソ ン I ピサ ヤ l ミ ン ダ ナ オ 1 平 均
1990年 9月 （A） 1．9098　 1．8493　 L 7762　 1．0186　 1．8360 1．1806　 1．2625　　 0 7245　 1」 125
10月 1．9295 1．8586 1．7943　 1．0208　 1．8518 1．2185　 1．3093　　 0．7418　　 1．1530
11月 2．1411　 2．0690 1．9314　 1．4134　 2．0380 1．3855 1．4513　　 0．7901　 1，2953
12月 2．3449　 2．3763　 2．1730　 L4128　 2．2818 1．4861 1．5585　　 0．8206　　 1．3820
1991年 1月 2．4383　 2．4654　 2．2819　 1．4120　 2．3939 1．4894　 1，5715　　 0．8216　　 1．3840
2月 2，4211　 2．4586　 2．2779　 0．7112　 2．3645 1．4886　 1．57（沿　　 0．8229　　 1，3915
3月 （B）
値 上 げ 率 （％ ）
（B 一Å ）／A X lOO
2．3947　 2．4807　 2．Z766　 1．4182　 2．368ユ 1．4904　 1．5789　　 0．8247　　 1．3934
25．4　　 34．1　　 28．2　　 39，2　　 29，0 26，2　　 25．1　　 13．8　　　 25．2
（出所）Manila ElectricCompZLny（MERALCOINatLOnalPowerCorporatlOn田PC）．
わせてきたとの批判に対応したものである。
（3）食料品など便乗値上げ
こうした一連の公共料金の引上げは物価にも反映し、食料品の便乗値上げ
などが進行した。こうした事態に政府は、マニラ首都圏の物価統制に跨み切
った。まず、1990年10月4Elに行政命令第423号を布告し、精米など食料品
を中心に主要品目9品日の価格の上限を設定した。さらに、1991年1月10日
には、この精米と小麦粉を除く7品目の上限を改定した。政府は生産が回復
したとして、4月1日には行政命令第451号をもってミルク、LPGガスを除
き統制を解除した。
第2節　最低賃金の改定
諸物価高騰は、直ちに労働組合の賃金引上げ要求に結びついた。穏健派の
フィリピン労働組合会議（TradeUnionsCongressofthePhilippines：TUCP）、
急進派の労働諮問協議会議（LaborAdvisoryConsultatLOnCouncil：LACC）
は最低一律日額38．00ペソの引上げを要求した。LACCに所属する五月一El
連動（KilusanMayoUno：KMU）は石油製品値下げを掲げ、1990年9月24、
25の両Eにウエルガン・パヤン（ゼネスト）を展開させた。政府はこれを実
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力で阻止し、両日に公私立学校の臨時休校でこれに対処した。
同10月15日には首都圏地域生産性三者委員会が首都圏労働者の最低賃金日
額17．（氾ペソ引上げを決定した。
前述の1990年12月の第2次石油製品価格値上げに前後し、12月8日には
TUCPなどが日額30．（氾ペソの引上げ要求を申請した。また、急進派は石油
製品値上げに抗議し、ジプニー運転手・運行者組合のピストン（PISTON）
が7日に、KMUは10日に全国規模でまたしてもウエルガン・バヤンにうっ
て出た。しかし、これは政府の切り崩しによりマニラ首都圏では不調に終わ
った。
労働側の強い要求を受け入れ、19劉）年12月20日には首都圏地域生産性三者
委員会が日額142．帥ペソ以下の首都圏労働者にかかわる貸金日額の12．仰ペ
ソ引上げを決定し、1月8日から実施するとした。最終的には、首都周労働
者の貸金は名目では127．82ペソ（年末手当の1ケ月分へのはねかえり分を含
む。これを除くと118ペソ）になった。
こうした改定も現実には政府の人気取り政策に終わっている。最低賃金制
度を守れとの労働側の要求も多いなかでは、これを遵守できるのは大企業、
多国籍企業ぐらいである。多くの労働者の賃金水準は依然低水準にある。
第4章　経済安定化と援助増額
第1節　経済安定化計画にいたる背景
湾岸戦争のフィリピン経済への対応を財政政策から捉えることにする。フ
ィリピン政府の湾岸戦争への対応に関する最大の特徴は、第1章で述べたよ
うに、国際収支悪化、財政赤字拡大への対処が、以下のように、IMFとの経
済安定化計画策定交渉のなかで同時に行われたことである。
湾岸戦争に至るまで、フィリピン経済は1989年5月にIMFが承認した「経
済政策メモランダム（MemorandumforEconomicPolicy：MEP）」を受けた
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「改定中期開発計画（1989－92年）」で構造調整下にあった。は的年2月に
MEP補足文書で部分的に改定されたが、基本的枠組みに変化はない。
ところが、前述のように電力危横、地震、湾岸戦争による原油価格上昇で
MEPに掲げた目標を達成できなくなった。つまり、経済情勢は「軌道を外
れた（0正一traCk）」のである。このため、政府は1990年11月以来、IMFと湾
岸危棟以降の情勢への対応を含めた新しいプログラムを協議してきた。この
背景にある現状認識は、湾岸戦争の経済への影響は地震などに比較し2倍の
インパクトがあるとした上で、政府の対応で忘れてならないのは、70年代の
第1次、第2次石油危機の際の教訓を生かすことであるとしている。当時の
マルコス政権は政府補助金の増加により危梼克服をはかり、財政赤字を対外
借款で補填し、これが現下の対外債務問題の原因となったとの認識である。
すなわち、過去の反省にたち湾岸戦争には財政赤字、金融引締めという厳し
い乗り切りをはかるとの立場である。
これは、持続的成長を目的とした構造調整政策である中期開発計画から、
成長の抑制、インフレ沈静、国際収支改善を目的とした安定化政策への変更
を意味する。いわば対因療法から、対症療法への転換である。
第2節　経済安定化計画の日的
湾岸戦争の最中の1991年2月21日にIMF理事会は「フィリピン経済安定
化計画（1991－92）に関するメモランダム」（以下、「経済安定化計画」）を
添付したフイT）ピン政府提出の趣意書（LetteroHntentlOn．LOI）を承認し
た㌔
経済安定化計画の支援目的で、1991年1月から92年6月までの18カ月を対
象としたスタンドバイ・クレジット2億糾20万SDR、原油輸入超過支払分な
ど見合いの輸出変動・偶発補償融資制度（CompensatoryandContingency
FinancingFund：CCFF）2億8160万SDR、および計画期間中の対外偶発見
合いのCCFFが8800万SDRと合計6億3380万SDR（9億1600万ドル）が供
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与されることになった15。このうち、2月25日には3億1480万SDR（4億と追15
万ドル）が払い出され、引き続き日本輸出銀行（当時）の金融部門調整融資
の払出、1億7400万ドルがなされた。これで目前の外貨準備危機を脱した。
しかしながら経済安定化計画の承認により、フィリピン政府は以下の4本
柱から構成される政策を受入れることになった。その第1は、財政赤字の削
減であり、このため歳入の増加、歳出の削減をはかる。とくに石油価格安定
化基金（OPSF）赤字の漸次縮小が掲げられた。
第2に、抑制的な金融政策をとり、流動性を適正水準に維持する。
第3に、構造改革として貿易、投資政策の改革で、中期的には持続的成長
の基礎となる。
第4に、対外債務負担の軽減である。
上記で、経済安定化として意味をもつのは財政赤字削減と抑制的な金融政
策であり、これは総需要抑制政策でもある。なかでも財政赤字削減に重点が
おかれている。
具体的には、LOIによると、IMFは四半期ごとに次の5項目に関してモ
ニターする。すなわち、ベースマネー上限、外貨準備高純額、石油価格安定
化基金残額、公共部門借入必要額（PSBR）、および短期借入額上限の5項目
で、これが達成されると供与が実行される㌔すなわちフィリピン政府によ
る財政、金融政策の選択肢は限定されたのである。
第3節　9％輸入課徴金問題で混乱
以上の5項月のうち、PSBRは財政赤字削減の上限として反映されている。
なお、予算管理省は当初計画では1991年の公共部門借入必要額（PSBR）は
268億ペソとしていた。赤字削減のため、まず歳出削減に関しては、1991年
1月3日付け大統領府省令第205号の予算節約令で公務員人数を1991年6月
未までに5％、同12月未まで10％削減し、また公務員の公費海外渡航禁止な
どを指示した。
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一方、歳入の増加が必要である。とくに税収増は不可欠である。しかしこ
れは徴税能力に限界があり容易でなはない。1988年における税収の対GNP
比ではフィリピンは11．6％と（前掲表6）ASEAN諸国のなかでは最も低い17。
このため、政府は暫定措置として1990年1月3日付け行政命令第443号によ
り同21日から一律9％の輸入課徴金（importlevy）を課すとした。これは議
会による別途税法改正措置を条件とし、1992年6月までに廃止との暫定策で
あった。しかしながら、経済界はもとより、貿易産業省など政府部内でも異
論が多かった。事実、世界銀行など国際金融機関が9％輸入課徴金は早期に、
他の制度に切り換えるべLとの意見を表明した。実際のところ1991年1～3
月の信用状（L／C）開設は27．8％減少している。経済界による状況の様子見
がこの背景にある。
最終的には、1992年6月に当初計画どおり輸入課徴金制度は廃止されたが、
混乱があとをひくことになった。
第4節　石油価格安定化基金の帰趨
今ひとつの問題は石油価格安定化基金（OPSF）の扱いである。前述のよ
うにOPSFは原油価格、外貨交換レートの変動を調整し、石油製品価格の安
定化を目的としている。ところが原油価格の上昇、ペソ安にもかかわらず石
油製品価格が据え置かれてきたためOPSFの累積赤字は拡大し、1990年12
月には155億ペソに達した。これは石油精製会社3社に対する未払額である。
また、OPSFに対する政府補助金は、1990年には当初50億ペソが石油価格
安定化基金（PetroleumPriceStabilizat10nFumd：PPSF）として予算化され
46億ペソが実行された。91年には50億ペソが予算化されたが実行されなかっ
た。90年11－12月時は原油価格28．24ドル、交換レートは28．56ペソであった
ものが、湾岸戦争後には原油価格17．∝）ドル、交換レート27．50ペソと原油価
格の低値安定、ペソ安定の現状が続いた。91年に101億ペソ、92年には洪億
ペソの黒字を計上している。このためOPSF収支は、93年には再び79億ペ
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ソの赤字に転化している（前掲表6）。
OPSF問題が決着したのは、ラモス政権下の1996年であった。96年4月に
はOPSF残高赤字幅は46億ペソに達していた。このため政府は1992年石抽
価格安定化基金法により撰営石油会社（PNOC）から1（泊億ペソの資金流用を
促した。同時に96年には石油川下産業規制親和法が成立し、まず石油会社の
OPSFに対する請求権を放棄させて1億ペソのOPSF請求緩衝基金を設置
した。次いで国内価格を国際価格に近づけるための自動石油価格設定機構を
設定した18。これを受け、石油製品価格を完全自由化している。
これを受け、ラモス政権により1996年11月にはバス、ジプニーなど公共交
通機関の運賃が借上げされた。これは前述の1991年2月の湾岸戦争最中の値
上げ以来5年ぶりであった。
第5節　債務削減と新規融資導入
債務負担の軽減は、国際収支悪化を補うためにも不可欠である。すでに述
べたように、これは経済安定化計画に掲げられている。いわば輸血による対
症療法でもある。これは新規融資と債務削減から構成される。
新規融資に関しては湾岸戦争の最中の1991年2月25、26日の両日に香港で
1991年分の援助額を検討すべく世界銀行主催の第2回対比多国間援助計画
（MultilateralAidInitiatlVeS：MAI）会議が開催された。この結果、総額33
億ドルの新規融資、援助が決まった。このMAI会読の前提になるのが前述
の「経済安定化計画」の実行であり、その意味ではIMFとの同計画の交渉
とMAI会議は関連している。
対比融資の必要領は、2年間で74億ドルになる。このうち新規融資確定分
の29億ドル（これには、例えばプレデイ構想による外国民間債権銀行による
新規融資の未実行分1億15∝I万ドル、債務買戻し未実行分5000万ドルが含ま
れる）、未消化分2億ドル、グラント7（X氾万ドルを除いた36億ドルが新たな
融資必要額となる。第2回MA工会議の33億ドルの50％が上記36億ドルの一
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部を構成する。
次に債務の繰り延べについては2年間で刀億300万ドルを予定している。
具体的には1991年6月に予定されているパリクラブ（債権国会議）による第
4回会議では1991年、92年に満期到来分8億ドル、および再繰延べ分6億ド
ル、計14億ドルが交渉の対象となろう。残りは民間債権銀行団との繰延べ交
渉になる。
また、「債務の株式化」が再開された。これは債務削減と直接投資の拡大
を同時にはかるものである。これまではインフレを招くとして停止されてい
たものである。これは投資家の強い要請で実行が再開されたものであった。
これは3年間にわたり、年3億ドルで四半期ごとに債務7500万ドルを売却す
るもので、投資家へのインセンティブ供与と明朗性をはかるために公開入札
で行われる。すでに2月に第1回入札がなされたが、案件を絞り込み、投資
分野、資本構成が配慮された。この結果、1990年に1位40的万ドル、91年に
は2億駈㈲万ドルの実績があり、債務の株式化により債務負担が軽減され
た1㌔
第4章　ポスト湾岸戦争とフィリピン経済
第1節　ポスト湾岸戦争
湾岸戦争終結後のフィリピン経済をみる。1991年3月、アキノ大統領は湾
岸戦争の終結でフィリピン経済は好転との見解を示した。実態を見ると、危
機は回避できた。まず、原油価格の高騰は止み、経済安定化計画では1バレ
ル当り22．0ドルを想定したが、17．0ドルを推移し非常事態は回避できた。し
かしながらGNP成長率は1991年に0．5％、92年1．6％に終わった。一方、イ
ンフレ率は91年の1臥7％が、92年は8．9％と一桁に沈静した。
国際収支をみると、MAiでの供与決定を受けた新規融資の実行で、外貨
事情も危機を脱した。すでに中央銀行は商業銀行から2億ドルを調達した。
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かくして外貨準備高は1991年末に舶僚70〔氾万ドル（財・サービス輸入額の
2．3カ月）、1992年末に52億18（氾万ドル（同2．3カ月）と高水準に達した。こ
の結果、交換レートは1991年平均では1ドル27．48ペソ、92年は同25．51ペソ
と安定している。
財政収支では、中央政府財政赤字は1991年264億ペソ（GNP比2．1％）、92
年には160億ペソ（同1．2％）に縮小した。公共部門借入必要額では1991年168
億ペソ（同1．3％）、92年は203億ペソ（同1．5％）であった。そして財政部門
を統括する総合公共部門収支赤字は91年261億ペソ（同2．1％）、92年260億ペ
ソ（同1．9％）となり、鮒年の半分にまで縮小した（前掲表5）。
金利は、低位安定している。貸付金利は全期間加重平均で1991年23．46％
から92年19．43％に抑なった。93年には14．駈％に低下した21。企業家にとって
は事業拡大の好機である。
以上の経済の信頼回復にともなう活発な証券市場である。1991年に入って
から3月までに株価は上昇傾向にあり、総合株価指数は年初の6∞（1985＝
1（刀）台から4月には1仰0につけ、その後もこの基調は変わらず、93年12月
には1136．6に至った㌔　これは景況感を先取りしたものであった。
第2節　ラモス政権下で財政収支は黒字転換
1992年5月の大統領選挙をうけて、翌6月にラモス政権がアキノ政権の正
当な後継政権として発足した。ラモス政権は前政権の敷いた改革路線を忠実
に踏襲した。政治的には国民和解政策に取組みを推進した。反政府イスラー
ム教徒組織で最大のモロ民族解放戦線との和平合意（妬年9月）、それに先
立つクーデタ未遂事件を頻発してきた国軍改革派との合意（96年5月）がそ
れである。
経済面では、金融改革に関しては1993年新中央銀行法、1994年外銀参入自
由化法を成立させ、これまでの不良債権処理と外国銀行の参入自由化を断行
した。財政面では、包括的税制改革計画を3段階にわけて実施した。この結
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果、％年には総合公共部門は乃億ペソの黒字を計上した。これは1983年に同
制度による監視以来はじめての黒字転換である。中央政府財政収支では94年
から97年までの4年間は黒字となった（前掲表5）。
外貨準備高は、1996年末には117億ドルと1（沿億ドル台に乗せた。経済成長
率は、19鋸年から97年まで平均5％の持続的成長を達成した。経済は「軌道
に戻った（onthetrack）」のである。インフレ率は93年以降も一桁台にあっ
た。対外債務返済比率は96年には12．7％、97年には11．6％とアキノ政権下の
20％台からみると債務負担は軽減された。
ラモス政権下での経済運営は、「成長と安定の好循環」を達成できた。こ
れは、改革主導型の開発路線の奏功であった。これは、1997年アジア通貨危
機に際してのフィリピンの影響は最小限にすることができたことで証明され
る㌔
終　章
以上のとおり、フィリピンは湾岸戦争がもたらした影響をひとまず乗り越
えることができた。アキノ政権は、マルコス独裁政権から引継いだマイナス
の資産を処理し、政治の安定化、経済の再建を目的とした政権であった。基
本的には、このH的のためのシナリオ作成に成果をみせた。政治的には1987
年憲法の制定、1991年地方政府法による地方分権などであった。経済的には、
外国投資自由化、政府企業の民営化など規制磋和であった。
湾岸戦争に際しては、事態の深刻化を予測しこれに対応した一連の政策は
格能した。石油製品価格借上げ、最低賃金引上げ、石油節約などは敏速な対
処したと言えよう。また、港外契約労働者に対しては雇用先確保に腐心した。
加えて最低賃金改定など底辺労働者に対する配慮には成功した。
最大の成果は、フィリピン経済が国際収支危機から脱却した点である。こ
れは同政権を支持する国際金融機関、援助機関からの資金援助取入れに奏功
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したからである。しかしこれには反面があった。各種援助の前提となった経
済安定化計画には金融・財政指標の達成義務があった。このため財政赤字削
減を優先とした。これは国内金利高を招来し、利子負担を増大させた。これ
は同時に債務残高を拡大させた。対外債務ではなく、国内債務問題があらた
めて浮上したのである。確かに、インフレは沈静化した。しかし景気の引締
めが厳しすぎた。かかる構造調整政策に対しては、「体質強化を目的に、風
邪を引いた子供をプールに投げ込んだ」、との非難が登場したのである。
後継のラモス政権は、アキノ政権の経済再建路線を踏襲した。そして、財
政収支を改善させ、総合公共部門収支の黒字転換まで達成した。アキノ＝ラ
モス政権の、改革主導型の開発路線の成果であった。これはまた、「外面の
良く、内面の悪い政策」の導入であった。都市、農村の貧困対策の遅れ、社
会開発の先送りは、国民大衆の不満を醸成した。1998年のエストラダ政権の
成立は、こうした大衆、貧因層に対する呼びかけの勝利であった。
ェストラダ政権がネポティズムと不正の発覚で自滅したのち、2001年1月
にアロヨ現政権が登場した。アロヨ政権は、かくして農村貧困解消を前面に
掲げた。しかし公共部門収支赤字は2㈹3年には2446億ペソ（GNP比5．3％）
にも及んでいた。アロヨ大統領は遂に、2（X縫年8月に「財政危機」宣言を発
した。湾岸戦争は遠くのこととなりその教訓は十分には活かされなかったの
である。
（国際関係学部教授）
【往】
l本稿は筆者がフィリピン滞在中に遭遇した湾岸戦争に関して、フィリピン
政府、経済界、学識経験者などからの聞取りにより当時とりまとめたもの
を、その後のデータを加え、加筆したものである。その折に多々ご教示を
いただいた以下の各氏にあらためて謝意を表する次第である（肩書きは当
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2湾岸戦争時の政治、経済問題に関しては次を参照。野沢勝美（1990）「湾
岸危機のフィリピン経済への影響」Fフィリピン日本人商工会議所所報J
lO月号（No．70）、野沢勝美（1991）「湾岸戦争のフィリピン経済への影響
（その2）」Fフィリピン日本人商工会議所所報」4・5月合併号（No．乃）。
また、アキノ政権末期の財政政策などに関しては次を参照。野沢勝美
（1992）「最後につまずいたアキノ政権：債務返済優先の緊縮財政で国民
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において、米側は基地使用補償料見合いの援助額とは別枠で、フィリピン
経済成長支援のためのプログラムとして、MAIをもって経済改革支援の
メカニズムとするとした。在比米軍基地存続交渉に関しては次を参照。野
沢勝美（1992）「内外情勢にゆれる基地交渉」rアジアトレンドj No．詣
18－21貫。
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4　日系合弁企業関係者からの間取り。
5　フィリピン中央銀行関係者からの間取り。
5CentralBankofthePhillppines，1992AnnualR呼Cu－tVdumeEβtattstTCaJ
βU〟e血1
7CentralBankofthePhillppines，1990Am7UalR印OTtVdumeI．p．60・
8乃九p．103．
9　中央銀行関係者からの当時の間取りによる。
10海外雇用庁関係者からの聞取りによる。
コ1海外雇用庁関係者からの聞取りによる。
12ェネルギー庁関係者からの聞取り。
13次を参照。野沢勝美（1990）「12・1国軍将兵反乱事件の意味」rアジアトレ
ンド」No．49、51、52頁。
］4フィリピン政府提出の趣意書の内容は、A4bniktBulIe血，February5．1991
に掲載されている。
15注14趣意書参照。
16往14趣意書参照。
17タイでは14．0％、インドネシアは16．2％、マレーシアは17．2％であった。
紬励sfe〃2庇0月0mfc月ev肥町Aprilll．1991．
18野沢勝美（1997）「1996年のフィリピン：イスラーム反政府勢力との和平
協定」Fアジア動向年報1997J　316、317頁。
19債務の株式化に関しては次の資料を参照。CentralBankofthePhilippines．
1992AJmUd足印Or亡VdumeJ．p．26．
20centralBankofthePhilippines．1992AnDuaJReport届umeI，p．102・
21CentralBankofthePhilippines，1993AnnuaJRepoTtVdumeI，p．112・
ZZCentralBankofthePhilippines，1993AnnuaJReportt7dumeHβtatisdcaJ
政道e血A p．244．
3ァジア通貨危機のフィリピン経済への影響に関しては次を参照。野沢勝美
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（1998）「第6章　フィリピン：景気加熱に至らず影響は軽度」滝井光夫
・福島光丘編rアジア通貨危機」日本貿易振興会。
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